
目黒区公契約条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、目黒区公契約条例（平成２９年１２月目黒区条例第３６号。以下「

条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（適用範囲） 

第２条 条例第３条第２号に規定する規則で定める業務委託契約は、施設の総合的な管理

又は給食調理に係るものとする。 

２ 条例第３条第３号に規定する規則で定める協定は、別表に掲げる施設に係るものとする。 

（公表） 

第３条 条例第１８条の規定による公表は、次に掲げる事項を明らかにして行うものとす

る。 

 (1) 公契約の件名及び締結日 

 (2) 受注者及び受注関係者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

 (3) 公契約の解除の理由及び年月日 

 (4) その他区長が必要と認める事項 

（組織） 

第４条 目黒区公契約審議会（以下「審議会」という。）は、次に掲げる者につき区長が委

嘱する委員７人以内をもって組織する。 

(1) 学識経験者 

(2) 事業者 

(3) 労働者等 

（任期） 

第５条 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。 

（会長及び副会長） 

第６条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員のうちから互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（招集） 

第７条 審議会は、会長が招集する。 

（定足数及び表決数） 

第８条 審議会は、第４条の規定により委嘱された同条各号に掲げる委員各１人以上を含

む４人以上の委員の出席がなければ、会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

（委員の責務） 

第９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も同様とする。 

 

（庶務） 

第１０条 審議会の庶務は、総務部契約課が担当する。 



（委任） 

第１１条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

付 則 

 この規則は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、第４条から第１１条までの

規定は、同年２月１日から施行する。 

   付 則(令和２年４月１日規則第９号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

  付 則(令和６年４月１日規則第７号) 

この規則は、公布の日から施行する。  

  付 則(令和６年４月２日規則第３０号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

    

別表（第２条関係） 

１ 目黒区母子生活支援施設条例（昭和４０年３月目黒区条例第１９号）に定める目

黒区母子生活支援施設 

２ 目黒区中小企業センター条例（昭和４９年３月目黒区条例第１６号）に定める目

黒区中小企業センター 

３ 目黒区立体育施設条例（昭和４９年３月目黒区条例第２１号）に定める目黒区立

体育施設 

４ 目黒区立公園条例（昭和５１年４月目黒区条例第２２号）に定める目黒区立碑文

谷公園 

５ 目黒区立特別養護老人ホーム条例（平成元年１２月目黒区条例第３７号）に定め

る目黒区立特別養護老人ホーム 

６ 目黒区高齢者センター条例（平成４年１２月目黒区条例第５８号）に定める目黒

区高齢者センター 

７ 目黒区営住宅条例（平成９年１１月目黒区条例第５３号）に定める目黒区営住宅 

８ 目黒区心身障害者センター条例（平成１２年９月目黒区条例第４８号）に定める

目黒区心身障害者センター 

９ 目黒区東が丘障害福祉施設条例（平成１８年３月目黒区条例第３１号）に定める

目黒区東が丘障害福祉施設 

１０ 目黒区立福祉工房条例（平成１９年３月目黒区条例第１９号）に定める目黒区立

福祉工房 

 


